












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（C 1,056ha＋B 3.579ha＝4.635ha）× 5件≒23,200ha
全体面積：17×（C＋B）＋H＝27,835ha
445m 487m
図３ 世界遺産「古都京都の文化財」の緩衝地帯
文化遺産オンライン「古都京都の文化財〈世界遺産一覧表記載推薦書〉をもとに作成。
（http://bunka.nii.ac.jp/jp/world/suisensyo/kyoto/APPENDIX-1/appendix1c.html）
登録資産位置図
a ：賀茂別雷神社
b ：賀茂御祖神社
c ：教王護国寺
d ：清水寺
e ：延暦寺
f ：醍醐寺
g ：仁和寺
h ：平等院
i ：宇治上神社
j ：高山寺
k ：西芳寺
l ：天龍寺
m ：鹿苑寺
n ：慈照寺
o ：龍安寺
p ：本願寺
q ：二条城
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H：歴史的環境調整区域
（第 2バッファーゾーン）
B：緩衝地帯
（バッファーゾーン）
C：文化遺産
（コアゾーン）
平安京
琵琶湖
この京都の事例のように、他の地域も広く
緩衝地帯を設定できればそれに越したことは
ないが、範囲の設定に当たっては一律に決定
するのではなく、各文化資産の特性と自然と
の相互関係を考慮して、資産のどの部分に価
値を見出すのか判断する必要がある。そして、
その結果を十分踏まえることによって適切な
緩衝地帯の範囲を定めることが重要である。
また、広さの問題だけではなく、各緩衝地帯
の間に「歴史的環境調整地帯」を設置する形
で重層的保護を図るこの手法は、今後、様々
な地域においても参考になるだろう。
ただし、歴史的環境保全に有効な手法であ
る「緩衝地帯」の設定にも問題がないわけで
はない。「緩衝地帯」は欧米にとっては常識
となっている文化財の保存手法であるので、
世界遺産に推薦する際には、登録推薦書類に
緩衝地帯を地図上に明記し、その規制内容を
記載することが求められている。緩衝地帯を
設定しない場合は必要としない理由を明記し
なければならず、また、緩衝地帯の変更につ
いては世界遺産委員会の承認が必要である。
その意味で、緩衝地帯は実質上必ず設定すべ
きものとなっている。したがって、いかに文
化的価値がある遺産であっても緩衝地帯の設
定が出来なければ、世界遺産へ推薦できない
という事態も起こりうるわけである。
しかし、前述したとおり、日本では文化財
保護法に緩衝地帯を法的に担保できる明文規
定がないため、文化財保護法以外の法律、す
なわち都市計画法や自然公園法、古都におけ
る歴史的風土の保存に関する特別措置法など
の法律や各自治体の景観保全条例によって規
制をかけ、緩衝地帯と「見做して」地図上に
記載するというのが実情である。緩衝地帯を
一般化するには行政負担が大きく、現在のと
ころまだ実効性が法的に担保されていないか
らであるが、そういった意味でも現在は大き
な転換点にある。
つまり、緩衝地帯を現行のとおり世界遺産
に推薦するためだけに限定して用いるのか、
それとも既存のスキームでは保全できない多
様な価値を受け止める新しい受け皿を法整備
することで構築していく努力をするのか。今、
まさに選択の時期に来ているのである。
3──都市計画と連動した周辺環境の
法的保護の在り方
3.1 緩衝地帯をどう捉えるか
どちらを選択するかという問いは、換言す
れば、緩衝地帯の性質をどのように把握する
かということにつながる。
世界遺産委員会は新規の遺産の登録を審査
するだけではなく、危機遺産や問題があると
見られる世界遺産の保全状況について締約国
からの報告をもとに検討を行っているが、現
在、新しい構造物の建設など都市開発に伴っ
て世界遺産の景観や眺望が損なわれる事態が
発生し、問題となっている。
例えば、ドイツの「ケルン大聖堂」は緩衝
地帯の外側に高層建築物が建設予定になった
ことで2004（平成16）年に危機遺産に20）、同
じくドイツの「ドレスデン・エルベ渓谷」は
橋の建設が文化的景観を損なうおそれがある
との理由で2006（平成18）年に危機遺産とな
った。日本においても「古都奈良の文化財」
が、平城京跡の緩衝地帯の地下を通過する予
定で計画中の、京奈和自動車道大和北道路に
よって世界遺産としての価値が損なわれるの
ではないかとの懸念から、現在、保全状況の
審査対象とされている。2007（平成19）年に
ニュージーランドのクライストチャーチにお
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いて開催された第31回世界遺産委員会では、
特別史跡平城京跡の地下に埋蔵された木簡な
ど埋蔵文化財や景観的資源に悪影響を及ぼさ
ないようにすること、それら埋蔵文化財の保
存に不可欠である地下水面の変動が起こらな
いことを証明するよう環境影響評価を適切に
行うこと、そしてそれらの進捗状況を報告す
ることが決議されており21）、これらの問題を
早急に解決することが求められている。
以上の例は、緩衝地帯の性質を、文化遺産
そのものに様々な悪影響が及ばないよう設け
られた単なる防護区域と捉えるのか、それと
も各遺産の価値と不可分一体となった周辺環
境を環境保全区域として法的に保護するため
の手法と捉えるのか、範囲と性質をどのよう
に考えるのかという問いを提示している。そ
してそれは同時に、環境の改変の要因となっ
ている開発事業の、根拠となっている各種都
市計画制度とどのように整合性を図るかとい
う課題を私たちに突き付けているのである。
3.2 自治体の条例に基づく土地利用規制
日本の環境政策は、トップダウン方式では
なく、まず住民が問題を提起し、それらの意
向を汲み上げる先進的な自治体が登場して率
先して条例を制定し、各自治体が横に連携す
るようになって漸く、国の法律が制定される
というボトムアップ方式が多いのが特徴であ
る。周辺環境保全の取り組みについても同様
であるが、早くから眺望規制によって周辺環
境保全をとってきたのは、先進的な自治体で
あった。
岡山県では1988（昭和63）年に制定された
岡山県景観条例に「背景保全地区」を追加す
る際、県知事（当時）のイニシアティブで進
められ、特別名勝である後楽園の背景・借景
を保存するために、周囲の景観に大きな影響
を与える大規模な建築物の新築行為等に規制
をかけている22）。なお、同県の倉敷市ではさ
らに1990（平成 2 ）年に倉敷市倉敷川畔伝統
的建造物群保存地区背景保全条例を策定して、
歴史的風景の背後に出現する高層建築物や広
告物の規制を行っている23）。また、金沢市で
は2001（平成13）年から実施した眺望景観保
全調査を基に、保全眺望点からの眺望を保全
するために必要な土地の区域を眺望景観保全
区域として指定し、眺望景観保全区域ごとに
眺望の保全を図るための基準を定めることで
対処している24）。
現場ではこのように様々な努力がなされて
いるが、日本では、財産権の内容に関する規
制は法律による以外許されず、財産権行使に
関わる規制についても法律又は条例による以
外許されないと解されてきた。しかも、財産
権の内容と行使に関わる制約は明確には区別
できず、また景観の有すべき多様な価値に対
しては相対的に低い評価しか与えられてこな
かったため、景観条例の多くは景観保全に寄
与する実効性ある財産的規制についての規定
がないものがほとんどである25）。したがって、
都市景観を破壊するとしか評価できない建築
物の建主に対しては行政指導で対処するか、
規制を加える際でも違反行為に対して勧告、
公表程度の措置に留めるのが通例となってい
た。先進的な自治体は、欧米の美しい都市景
観が維持保全されている背景に厳しい法規制
があることと比較して、わが国の公法的規制
による景観保全の貧弱さに忸怩たる思いであ
ったろう。その、条例では限界のあった強制
力を伴う法的規制に実効性を付与し、「やる
気のある」自治体に活力を与えたのが、2004
（平成16）年に成立した景観法である。
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3.3 景観法の活用
景観法は、直接建築物等を規制する枠組み
を創設したうえで、地方自治体の自主性を尊
重して、多くの部分を自治体が制定する条例
に委ねた点に特徴がある。
地方自治体が「景観行政団体」となって策
定した「景観計画」では、景観行政団体の区
域のうち都市、農山漁村等における良好な景
観を形成する必要がある区域を「景観計画区
域」として定め、さらに景観形成方針や行為
制限事項などを規定している。この行為制限
事項には、自治体独自の対象行為、建築物・
工作物の形態意匠制限と最高・最低高さ制限、
壁面位置制限、建築物の最低敷地面積制限な
どが盛り込まれており、規制に法的拘束力を
与えている点が重要である。なお、景観計画
区域内においては、良好な景観の形成上支障
があるものは私人の行為についても規制の対
象としており、建築物の新築・増改築や工作
物の新設等、開発行為その他の行為をしよう
とする者は、あらかじめ、景観行政団体の長
にその旨を届け出るよう義務付けられている。
そして、義務違反に対しては、規制の実効性
を確保するため、30万円以下の罰金が科せら
れることになっており、この点は、いままで
の多くの景観条例とは異なっているところで
ある。
この景観法の目的である「良好な景観の形
成」と文化財保護法の「文化的景観の保護」
は共通するところが多く、両法が連動するこ
とによって効果的な保全が図られることが期
待されている。
その一例が、2005（平成17）年に導入された
「重要文化的景観」26）の選定制度である（前掲
図 1参照）。この制度は、景観法に基づく景観
計画を策定し、景観計画区域又は景観地区内
にある文化的景観で、保存に必要な措置が定
められているもののうちから、文化財として
の価値に照らして特に重要なものを、都道府
県又は市町村（景観法でいうところの景観行
政団体）の申出により、国が「重要文化的景
観」に選定するというものである。選定の申
出にあたって自治体は「文化的景観保存計画」
を策定して、さらに土地所有者や管理者の同
意を得ることが必要になるが、地域が国に
「申出」を行うという、自治体に主体性のあ
る制度となっている。
さらに自治体が主体性を発揮している動き
としては京都市の事例がある。京都市では、
景観法の後押しを受けて、「京都の優れた景
観を守り、育て、50年後、100年後の未来へ
と引き継いでいくため」、市街地のほぼ全域
で建物の高さとデザイン及び屋外広告物の規
制等を見直した「新景観政策」を2007（平成
19）年 9月 1日から施行している。高さ規制
を従来の 5段階規制から 6段階規制に再編し、
最も高い45mを31mに引き下げて、京都市中
心部の幹線道路沿いの地区で適用するという
積極的な取り組みである。さらに眺望を阻害
しないための規制を上乗せし、和風の住宅デ
ザイン基準を新たに導入して、屋上の広告看
板を全面禁止するなど屋外広告物の規制も強
化されている27）。当然、かなり思い切った法
政策であるため、規制強化による住民や業界
の反発も予想される。残念ながら現行のまま
では、周囲の環境を配慮した事業者は損をす
るというのが実態であるため、事業者は景観
規制を経済発展の阻害要因として考え、規制
緩和を要求することになるだろう。しかし、
いま必要なのは規制緩和ではなく、周囲の環
境を配慮した事業者にはメリットのあるシス
テム、つまり、地方自治体が適切な公法規制
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をかけて良好な環境が形成されれば資産価値
が増加するようなインセンティブ28）をどのよ
うにすれば働かせることができるか、その知
恵をお互いに出し合うことではないだろうか。
──おわりに
最後に、景観のような地域住民が共有し、
多様な価値をもつ歴史的環境を一体誰が守っ
ていけばよいのかについて付言しておきたい。
現在、法律の世界においては、景観利益の特
質に関連して、①公法上の手段に委ねるべき
とみる立場や、②私権と関連づけて私法上の
法的保護を図る立場、そして、③その中間の、
既存の公法秩序と私法秩序との間に形成され
た「地域的公序」として保護を図る立場など
様々な学説が提示されている。民法と行政法
の狭間にあって解決できていない問題と認識
する立場もある。
本稿では、これら様々な考えを踏まえて、
有形・無形の諸要素を有機的に保全するため
の道具立てとして「緩衝地帯」の検討を行っ
てきたが、現在のところ世界遺産の登録に限
定される形での適用に留まっており、一般化
するにはなお法改正が必要であることが明ら
かになった。今後の方向性としては、さらに
文化財保護法での包括的な保全の在り方を模
索しつつ、景観法をはじめとする都市計画の
諸規制と連動させて、きめ細やかな手当てが
できるよう整合性を図ることが必要となるだ
ろう。
このように現行において近隣紛争を予防す
る法システムが十全に機能していない場合に
は、まずは法改正に向けて議論を進めていく
ことが求められるが、良好な環境の形成に関
する具体的な施策を進める際には、最も住民
に身近な自治体が中心となって、自律性をも
ったルールづくりを行うことが重要である。
誰のための環境か、何のための景観形成か、
どうすれば無秩序拡散型の土地利用を規制す
ることができるか、景観計画等の策定を契機
に、行政・住民・事業者・ＮＰＯ等が協働し
て話し合う事前協議システムを構築していく
ことがますます求められている。
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１）このような紛争を招いている背景のひとつとし
て、法解釈の乖離を挙げることができる。例え
ば、建築基準法の集団規定の基準は「最低ここ
までは守る」という基準であるにもかかわらず、
建てる側は「少なくともそこまでは建ててよい」
と解釈している場合などである（高見沢邦郎
「住宅市街地における開発と環境の調和」（『住
宅』53巻5号4頁、2004年5月）。
２）拙稿「歴史・文化遺産の創造的継承─保全と開
発のコンフリクトを超えて─」（『環境情報科学』
35巻1号、2006年4月）では、開発を契機とする
コンフリクトと開発を契機としないコンフリク
トに分類し、とりわけ後者においては、所有者
の、私有財産の所有権者であると同時に国民的
財産の管理者でもあるという「二重の性格から
くるしわ寄せ」を出来る限り最小化する方策の
検討がなされなければならないと指摘している。
３）都市計画学者の大方潤一郎教授の評である。
４）高見沢邦郎「住宅市街地における開発と環境の
調和」（『住宅』53巻5号4頁、2004年5月）
５）日置雅晴「建築審査会・開発審査会における審
査の現状と課題」103～104頁（『自由と正義』
58巻7号、2007年）
６）例えば、中川丈久教授は、「建築紛争が民民紛
争として収束せずに、行政機関を巻き込んで収
束を見ようとする原因は、ひとえに、既存の法
制度（民事裁判・調停、土地利用規制）が現実
の利害状況をうまく取り込んでいないという、
《注》
制度的欠陥に求められる。」と指摘している
（中川丈久『行政手続と行政指導』228頁、神戸
大学研究双書刊行会、2000年）。
７）宮本憲一『環境経済学』99～101頁（岩波書店、
1989年）
８）拙稿「歴史的環境の法的保護の可能性―序説―」
（『早稲田法学会誌』第52巻197～200頁、2002年
3月）
９）稲垣栄三『文化遺産をどう受け継ぐか』129頁
（三省堂、1984年）
10）生活形態や価値観の変化に伴って急速に失われ
つつある無形文化遺産を保護する国際的な法的
枠組みを構築するため、2003（平成15）年にユ
ネスコ第32回総会において、「無形文化遺産の
保護に関する条約（無形文化遺産保護条約）」
が採択された。日本は、無形文化遺産を先駆け
て整備していた経験や、1993（平成5）年には
無形文化遺産の保護ための信託基金をユネスコ
に設置して開発途上国の無形文化遺産の保護に
継続的に協力してきた実績を踏まえて、本条約
の作成過程においては交渉を主導している。
11）中村賢二郎『文化財保護制度概説』7～17頁
（ぎょうせい、1999年）
12）中村賢二郎「歴史的都市・村落の周辺環境保全
について」（『月刊文化財』503号9頁、ぎょうせ
い）
13）文化的景観に関しては、本中眞「世界遺産の
『文化的景観』に関する諸問題」（『月刊文化財』
381号、1995年6月号）が詳しい。
14）稲葉信子「世界遺産における文化的景観の保護」
（『文化庁月報』400号8頁、2002年1月）
15）文化庁『文化財保護法五十年史』226頁（ぎょ
うせい、2001年）
16）例えば、内田新教授は、「法的概念としての文
化財」という観点に立てば、人間の諸活動は歴
史的・文化的・社会的環境と自然的環境の中で
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